短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）就業規則作成マニュアル

第７章  退 職 及 び 解 雇

（退職）

第23条  短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）が次のいずれかに該当するときは、退職とする。

①  労働契約の期間の定めのある場合は、その期間が満了したとき

②  本人の都合により退職を申し出て会社が認めた時、又は退職の申し出をしてから１４日を経過したとき

③  本人が死亡したとき

（解雇）

第24条  短時間労働者（ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ労働者）が、次のいずれかのに該当するときは解雇する。この場合においては、少なくとも３０日前に予告をするか、又は平均賃金の３０日分の予告手当を支払う。

①  事業の休廃止又は縮小その他事業の運営上やむを得ないとき

②  本人の身体又は精神に障害があり、医師の診断に基づき業務に耐えられないと認められた時

③  勤務成績が不良で就業に適しないと認められたとき

④  前各号に準ずるやむを得ない事由がある時

２  前項の予告の日数は、平均賃金を支払った日数だけ短縮する。

◆解 説◆

  退職と解雇の違いはどこにあるのでしょうか？

  労使間の雇用契約が終了すると言う点では同じなのですが、法的には随分と違いがあります。

  退職とは、労働者の側から労働契約を終了させることをいい、解雇とは、使用者側から労働契約を終了させる事を言います。

  退職には次の種類があります。

1 労働者と使用者との合意の上での退職→合意退職

2 使用者が辞めることに同意していない退職

→労働者の一方的退職

3 契約期間が満了した上での退職→契約期間満了退職

4 休職期間が満了し直接の原因解決がなされない上での退職

→休職期間満了退職

5 定年退職

6 死亡退職

7 行方不明退職

解雇の種類は次のとおり。

1 普通解雇

2 諭旨解雇

3 懲戒解雇

4 採用内定取消解雇

5 本採用拒否解雇

6 休職期間満了解雇

7 労働契約の期間反復更新拒否解雇

8 定年解雇

本モデル規則では以上を踏まえた上で、簡潔な表現で規程しています。

さて、解雇についてですが、あらかじめ法律で禁止されている場合があり、それは次のようなものです。

1 業務上の負傷・疾病で休業している期間中及び復職後３０日間、産前産後休業期間中及び復職後３０日間

2 監督期間への申告を理由とする解雇

3 国籍、性別、信条、社会的身分を理由とする解雇

4 労働組合の結成、加入、組合活動等に対する不当労働行為となる解雇

5 女性である事を理由とする解雇

6 女性の婚姻、妊娠、出産を退職の理由とした予定の定めの禁止

7 婚姻、妊娠、出産、産前産後休業を理由とする解雇

8 育児休業、介護休業の申出、取得を理由とする解雇

  以上の理由による解雇は全て無効です。注意してください。

  次に、解雇予告の手続きについてお話します。

  ご存知のように、解雇の手続きとして

  ・少なくとも３０日前の予告

  ・または、３０日分以上の予告手当の支払

が必要ですね。

「あなたを解雇します」「はい、わかりました」とはいかないのです。

たとえば、試用期間中の労働者にやめてもらう場合、解雇予告や予告手当が必要な場合があります。

思い出してください。労基法上の試用期間は１４日でしたね。これを超えると、通常の解雇手続きが必要となります。

さて、解雇をする場合、使用者は好き勝手・自由には解雇できないのです。一定のルールや正当事由が必要となります。

では、どのような理由であれば正当に解雇できるのでしょうか？これは正直言って、法的にはあまり明確ではないのです。ある意味ではケースバイケースとも言えます。なんか、釈然としませんがそうなんです。

ここで大切なのは、法律と言うのは常に幅を持たせて、広く運用できるように表現されています。したがって、各企業が法律の範囲内でルール化しておく事が重要なのです。

仮に、解雇について法定闘争に入ったとしたら、重要なのは「証拠」です。つまり、就業規則に規程されている内容がそれに当たるわけです。解雇に至る社内ルール沿って手続きされたかどうかが「証拠」となるんですね。

もちろん、法の範囲でのルール化です。就業規則には、このルールについて、しっかり規程しておく事が大切です。
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